
新設分割にかかる事前備置書類 
（会社法第 803 条及び会社法施行規則第 205 条に基づく開示事項） 

 
 2024 年７月 16 日  

東京都渋谷区道玄坂一丁目 12 番 1 号  
渋谷マークシティウエスト 20 階 

株式会社 ライスカレー 
代表取締役 大久保 遼  

 
株式会社 ライスカレー（以下「当社」といいます。）は、2024 年 7月 16 日付新設分割計画
書に基づき、2024 年８月 1 日をもって、当社の MiiS 事業に関して有する権利義務の一部
を、新たに設立する株式会社 WinC（以下「新設会社」といいます。）に承継させる新設分
割（以下「本件分割」といいます。）を行うことにいたしました。当社が、本件分割に関し
て会社法第 803 条及び会社法施行規則第 205 条の定めるところにより、開示すべき事項は
下記のとおりです。 

記  
 
1. 新設分割計画の内容（会社法第 803 条第１項第２号） 

2024年７月 16 日付新設分割計画書の内容は、別紙のとおりです。 
 
２．会社法第 763 条第 1 項第６号から第９号までに掲げる事項についての定めの相当性に 

関する事項（会社法施行規則第 205 条第１号イ） 
(1)交付する株式数の相当性に関する事項  
新設会社は、本件分割に際して 100 株を発行し、その全てを当社に割当交付いたし

ます。  
当社に交付される新設会社の株式の数につきましては、新設会社の株式の全てが当

社に割り当てられることから、これを任意に定めることができるため、新設会社の効
率的な管理等を考慮して、上記の株式数が相当であると判断しております。  

 
（2）資本金及び準備金の額に関する事項 

当社は、新設会社の資本金及び準備金の額を、新設会社が承継する資産及び今後の
事業活動等の事情を考慮した上で、会社計算規則に従い、2024 年７月 16 日付新設分
割計画書第６条記載のとおりとすることにいたしました。当社は、当該資本金及び資
本準備金の額は相当であると判断しております。   

 



３．会社法第 763 条第１項第 12 号に掲げる事項を定めたときは、次に掲げる事項（会社 
法施行規則第 205 条第２号）  
該当事項はありません。 

 
 4．会社法第 763 条第１項第 10 号及び第 11 号に掲げる事項についての定めの相当性に関

する事項（会社法施行規則第 205 条第３号） 
該当事項はありません。  

 
5．他の新設分割会社に関する事項（会社法施行規則第 205 条第４号及び第５号）  

該当事項はありません。 
 
6．当社の最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の

会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容（会法施行規則第 205 条第６号イ） 
該当事項はありません。  

 
7．新設分割が効力を生ずる日以後における当社の債務及び新設会社の債務（当会社が新

設分割により新設会社に承継させるものに限る。）の履行見込みに関する事項（会社法
施規則第 205 条第７号）  

(1)当社の債務の履行の見込みについて  
本件分割の効力発生後における当社の資産の額は負債の額を上回ることが見込まれ

ております。また、本件分割の効力発生日以後において、当社が負担すべき債務の履行
に支障を及ぼす事象の発生は現在のところ予測されておりません。 
以上より、本件分割の効力発生日以後における当社の債務について、履行の見込み

があるものと判断しております。 
  
(2)新設会社の債務の履行の見込みについて  

本件分割の効力発生後における新設会社の資産の額は負債の額を上回ることが見込
まれております。また、本件分割の効力発生日以後において、新設会社が負担すべき債
務の履行に支障を 及ぼす事象の発生は現在のところ予測されておりません。さらに、
新設会社に承継される予定の債務は、当社が併存的債務引受を行います。 
以上より、本件分割の効力発生日以後における新設会社の債務について、履行の見

込み があるものと判断しております。  
なお、本件分割が効力を生ずる日までの間に、上記事項に変動が生じるときは、変

更後 の当該事項を記載した書面を備え置きいたします。  
以上 

  



  
別紙  

新設分割計画書 
 
株式会社ライスカレー（以下「当社」という。）は、次のとおり新設分割計画書（以下
「本計画書」という。）を作成する。 
 
第 1条（新設分割） 
当社は、当社の MiiS 事業（以下「本件事業」という。）に関して有する第 4 条に定める権
利義務を分割により新たに設立する会社（以下「新設会社」という。）に承継させるため
に、本計画書の定めるところにより、新設分割（以下「本件分割」という。）を行う。 
 
第 2条（新設会社の定款で定める事項等） 
新設会社の本店の所在地は、東京都渋谷区道玄坂一丁目 12番１号渋谷マークシティウエス
ト 20階とし、新設会社の目的、商号、発行可能株式総数その他新設会社の定款で定める事
項は、別紙 1「定款」のとおりとする。 
 
第 3条（新設会社の設立時取締役） 
1. 新設会社の設立時取締役は、次のとおりとする。 

設立時取締役  荻原萌々佳、島田新人、大久保遼、岩片麗 
2. 新設会社の設立時代表取締役は、次のとおりとする。 

設立時代表取締役  荻原萌々佳 
 
第 4条（新設会社に承継する権利義務） 
1. 本件分割により、新設会社が当社から承継する権利義務は、別紙２「承継する権利義

務明細表」に定めるところによる。 
2. 前項に基づき、新設会社が当社から承継する全債務に関して、当社は併存的債務引受

けをする。 
 
第 5条（新設会社が本件分割に際して交付する株式の数） 
新設会社は、本件分割に際して普通株式 100 株を発行し、そのすべてを前条に規定する権
利義務に代えて当社に対して交付する。 
 
第 6条（新設会社の資本金及び準備金の額等に関する事項） 
新設会社の次に掲げる額は、当該各号に定める額とする。 



（１）設立時資本金の額  3,000 万円 
（２）上記以外の設立時資本準備金その他の額  会社計算規則の規定に従い、当社が定
める。 
 
第 7条（分割期日） 
会社法第 924 条第 1 項第 1 号に基づき当社が定める日（以下「分割期日」という。）は、
2024年 8月 1日とし、同日から 2週間以内に新設会社の設立登記を行うものとする。ただ
し、手続きの進行上必要がある場合は、当社の取締役会決議により分割期日を変更するこ
とができる。 
 
第 8条（競業避止義務の免除） 
当社は、本件分割の効力発生後においても、本件事業と競合する事業を行うことができる。 
 
第 9条（分割条件の変更及び本件分割の中止） 
本計画書作成の日から分割期日に至るまでの間において、天災地変その他の事由により、
当社の財政状態若しくは経営成績に重大な変動が生じた場合は、当社は、本計画書の内容
を変更し、又は本件分割を中止することができる。 
 
第 10 条（分割承認決議） 
当社は、会社法第 805 条の定めに従い、同法第 804 条第 1 項に定める株主総会の承認を得
ることなく、本件分割を行うものとする。 
 
第 11 条（本計画書に定めのない事項） 
本計画書に定めるもののほか、本件分割に必要な事項については、本計画書の趣旨に従い、
当社がこれを決定する。 
 
2024年 7 月 16 日 
 

東京都渋谷区道玄坂一丁目 12番 1号 
渋谷マークシティウエスト 20 階 
株式会社ライスカレー 
代表取締役 大久保 遼     

 
  



別紙１ 
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株 式 会 社 ＷｉｎＣ 
 



 
 

定  款 
 

第１章 総 則 

 
（商号） 
第１条  当会社は、株式会社 WinC と称し、英文では WinC Inc.と表示する。 
 
（目的） 
第２条  当会社は、次の事業を営むことを目的とする。 

（１） インターネット等の通信ネットワーク及び電子技術を利用した各種情報提供
サービス、情報収集サービス、広告・宣伝に関する業務及び代理業務 

（２） 情報の収集、分析、管理及び情報処理サービス業、情報提供サービス業並び
に情報処理に関する研究及び開発 

（３） インターネット等を利用した通信販売業、卸売業及び小売業並びに情報提供
サービス業務 

（４） 日用雑貨及び服飾雑貨の販売 
（５） 衣料品、衣料用繊維製品、装身具、鞄、時計、文房具の企画、制作、販売 
（６）  マーケティング・リサーチ及び経営情報の調査、収集及び提供並びに広告宣

伝に関する業務 
（７） 経営戦略、事業戦略、環境改善、海外進出及び人材育成に関する情報提供並

びにコンサルティング 
（８） 情報通信並びにインターネット関連事業への投資並びにこれら企業の合併、

提携、営業権、有価証券の譲渡に関するコンサルティング、仲介、斡旋に関
する業務 

（９） 電子出版物の制作、販売、仲介 
（１０） 書籍の企画、編集、製作、出版及び販売事業 
（１１） 広告代理業及び各種の宣伝に関する業務 
（１２） タレント・モデル・アーティスト・スポーツ選手のマネージメント及び肖像

権管理 
（１３） 映画、音楽、美術、その他の文化事業及びスポーツ事業の企画、制作、興行

並びにその販売 
（１４） アパレル製品の企画、製造 
（１５） デザインの制作及びクリエイティブ業務全般 



（１６）  キャラクター商品、ゲーム機器、玩具及び遊戯用具等の物品、ゲーム用コン
ピュータソフトウエアの企画、開発、製造、制作、販売、賃貸、保守、管
理、運営並びにこれらの仲介に関する業務 

（１７） 前各号に附帯関連する一切の業務 
 
（本店の所在地） 
第３条  当会社は、本店を東京都渋谷区に置く。 
 
（機関）  
第４条  当会社は、株主総会及び取締役を置く。  

  
（公告の方法） 
第５条  当会社の公告は、電子公告により行う。ただし、やむを得ない事由により電子

公告を行うことができないときは官報に掲載して行う。 
 

第２章 株 式 

 
（発行可能株式総数） 
第６条  当会社の発行可能株式総数は、10,000 株とする。 
 
（株式の譲渡制限） 
第７条  当会社の株式を譲渡により取得するには、株主総会の承認を受けなければなら

ない。 
 

（相続人等に対する株式の売渡請求） 
第８条 当会社は、相続その他の一般承継により当会社の株式を取得した者に対し、当

該株式を当会社に売り渡すことを請求することができる。 
 
（株主名簿記載事項の記載又は記録の請求） 
第９条  当会社の株式を取得した者が株主名簿への記載又は記録を請求するには、当会

社所定の請求書に取得者及び株主名簿に記載又は記録された株主が記名押印
し、共同して提出しなければならない。ただし、法務省令で定める場合には、
株式取得者が単独で上記請求をすることができる。 

 
（株主の住所等の届出） 



第１０条 当会社の株主及び登録株式質権者又はその法定代理人若しくは代表者は、当会
社所定の書式により、その氏名、又は名称、住所及び印鑑を当会社に届け出な
ければならない。届出事項に変更が生じた場合における、その事項についても
同様とする。 

 
（基準日） 
第１１条 当会社は、毎事業年度末日の最終株主名簿に記載又は記録された議決権を有す

る株主をもって、その事業年度に関する定時株主総会において権利行使するこ
とができる株主とする。 

２  前項のほか、株主又は登録株式質権者として権利を行使すべき者を確定するた
め必要があるときは、取締役の過半数の決定により、臨時に基準日を定めるこ
とができる。ただし、この場合には、その日を２週間前までに公告するものと
する。 

 

第３章 株 主 総 会 

 
（招集） 
第１２条 当会社の定時株主総会は、毎事業年度末日の翌日から３か月以内に招集し、臨

時株主総会は、必要に応じて招集する。 
２  株主総会を招集するには、会日の 3 日前までに、議決権を行使することができ

る各株主に対して招集通知を発するものとする。 
 
（招集権者及び議長） 
第１３条 株主総会は、法令に別段の定めがある場合を除き、取締役社長が招集する。 

２  株主総会の議長は取締役社長がこれに当たる。 
３  取締役社長に事故があるときは、他の取締役が株主総会を招集し、議長とな

る。 
４  取締役の全員に事故があるときは、株主総会において出席株主のうちから議長

を選出する。 
 
（招集手続の省略） 
第１４条 株主総会は、その総会で議決権を行使することができる株主の全員の同意があ

るときは、招集手続を経ることなく開催することができる。 
 
（決議） 



第１５条 株主総会の決議は、法令又は定款に別段の定めがある場合のほか、出席した議
決権を行使することができる株主の議決権の過半数をもって決する。 

２  会社法第３０９条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる株主
の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、出席した当該株主の議決権の
３分の２以上に当たる多数をもって行う。 

 
（決議の省略）  
第１６条 取締役又は株主が株主総会の目的である事項について提案をした場合におい

て、当該提案について議決権を行使することができる株主の全員が提案内容に
書面又は電磁的記録によって同意の意思表示をしたときは、当該提案を可決す
る旨の株主総会の決議があったものとみなす。  

 
（議事録）  
第１７条 株主総会の議事については、開催日時、場所､出席した役員並びに議事の経過

の要領及びその結果その他法務省令で定める事項を記載又は記録した議事録を
作成し、議事録の作成に係る職務を行った取締役がこれに署名若しくは記名押
印又は電子署名をし、株主総会の日から 10 年間本店に備え置く。 

 
（取締役の員数） 
第１８条 当会社の取締役は、１名以上とする。 
 
（取締役の選任） 
第１９条 当会社の取締役は、株主総会において議決権を行使することができる株主の議

決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数の決議によっ
て選任する。 

２  取締役の選任については、累積投票によらないものとする。 
 
（取締役の任期） 
第２０条 取締役の任期は、選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す

る定時株主総会の終結の時までとする。 
２  補欠又は増員により選任された取締役の任期は、前任者又は他の在任取締役の

任期の残存期間と同一とする。 
 
（代表取締役及び役付取締役の選定） 
第２１条 当会社に、代表取締役１名以上を置き、取締役の互選により、取締役の中から

選定する。 



２  代表取締役は、当会社を代表し、当会社の業務を執行する。 
３  当会社に、取締役社長を１名置き、取締役の互選により、取締役の中から選定

する。 
 

（取締役の報酬及び退職慰労金） 
第２２条 取締役の報酬、賞与その他の職務執行の対価として、当会社から受ける財産上

の利益は、株主総会の決議によって定める。 
 
（取締役の責任の制限) 
第２３条 当会社は、株主総会の決議によって、取締役（取締役であった者を含む）の会

社法第４２３条第１項の賠償責任について法令に定める要件に該当する場合に
は、賠償責任額から法令の定める最低責任限度額を控除して得た額を限度とし
て免除することができる。  

２  当会社は、会社法第４２７条第１項の規定により、取締役（業務執行取締役等
であるものを除く。）との間に、任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定
する契約を締結することができる。ただし、当該契約に基づく責任の限度額
は、法令の定める最低責任限度額とする。 

 

第４章 計 算 

 
（事業年度） 
第２４条 当会社の事業年度は、毎年４月 1日から翌年３月 31 日までとする。 
 
（剰余金の配当等） 
第２５条 剰余金の配当は、毎事業年度末日現在における最終の株主名簿に記載又は記録

された株主又は登録株式質権者に対して行う。 
２  剰余金の配当が、その支払の提供の日から満３年を経過しても受領されないと

きは、当会社はその支払の義務を免れるものとする。 
 

第５章 附 則 

 
（法令の準拠） 
第２６条 この定款に規定のない事項は、全て会社法その他の法令に従う。 
 



（第１事業年度） 
第２７条 第２４条（事業年度）の規定に関わらず、第１事業年度は 2024 年 8 月 1 日か

ら 2025年 3月 31日までの８か月とする。なお、本条は、第 1期事業年度終了
後、これを削除する。 

以 上 
 
 
  



別紙２ 

承継する権利義務の明細 
 
新設会社の成立の日において、新設会社が本件分割により当社から承継する権利義務につ
いては、次に定めるとおりとし、これらの権利義務のうち、資産及び債務その他の負債
（以下単に「負債」という。）については、2024 年６月 30日現在の貸借対照表その他同日
現在の計算を基礎とし、これに新設会社の成立の日の前日までの増減を加除した上で決定
する。 
上記にかかわらず、法人格が変わることに対して移転が認められないもの、契約上移転で
きないもの、若しくは許認可の再取得や契約の再締結が必要なもののうち本件分割の日ま
でに対応が完了できなかったものについては、承継する権利義務から除外する。 
 
１ 資産 
  新設会社は、次に掲げる資産（下記３に規定する知的財産権を除く。）を承継するもの
とする。 

（１）本件事業に属する現金（運転資金として必要な相当額）、預金、売掛金、商品 
（２）本件事業に属する什器設備、長期前払費用、ソフトウェアその他固定資産の一切。
ただし、すべての店舗及び事務所に係る敷金・保証金、は承継しない。 

 
２ 負債 
  新設会社は、本件事業に属する買掛金を承継するものとする。 
 
３ 知的財産権 
  特許権、実用新案権、意匠権、商標権、著作権、ノウハウその他の知的財産権（以下
「知的財産権」という。）は新設会社に承継されない。ただし、新設会社の成立の日に
おいて当社が所有し、本件事業に必要であると当社が認める知的財産権については、当
社が新設会社にその実施権又は使用権を付与する。 

 
４ 雇用契約以外の契約上の地位等 
（１）新設会社は、本件事業に属する業務委託契約、売買契約、取引基本契約、リース契
約、保証契約その他の契約（知的財産権その他上記１又は２において当社から新設会社
に承継されない資産又は負債に係る契約を除く。）における契約上の地位及びこれらの
契約に付随する権利義務を承継する。ただし、これらの契約のうち、当社の本件事業以
外の事業に関わる契約については、本件事業に関わる部分についてのみ承継される。 

（２）上記（１）の規定は、雇用契約については、適用しない。 



 
５ 雇用契約 

新設会社は、本件分割により、当社と従業員との間の雇用契約を当社から承継しない。 
 
６ 許認可等 
  新設会社は、本件事業に属する許可、認可、承認、登録、届出等のうち、法令上承継
可能なものについて承継するものとする。 

 
以上 

 
 


